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研究成果の概要（和文）：2000年代以降，教育政策への政治的関与を強める首長の存在が目立つようになった。
2010年代になると，その流れを制度改革によって一層促進しようとする動きが顕在化した。本研究はそのような
動向が生みだされた背景と過程，およびその帰結を明らかにしたものである。2014年に従来の教育委員会のあり
方を大きく変更する法制度改革が行われたが，そこで争点となったのが教育委員会の無責任性であり，それを是
正する切り札とされたのが首長の関与機能の強化であった。本研究では，この制度改変の前後で実際に何が変わ
り，何が変わらなかったのかを実態分析を通じて明らかにするとともに，その理論的含意について検討した。

研究成果の概要（英文）：As of 2000s, some of the Japanese mayors have increasingly been involved in 
their municipal education policy.  During 2010s, they have had an obvious determination to 
facilitate their political influences on the education policy on the basis of legal reforms of the 
educational administration system.  This study investigated the backgrounds and the consequences of 
such political trends in the educational system reforms in Japan.  In 2014, when the board of 
education system (The Local educational Administration Law) was drastically reformed, the major 
point at issue was the board members'  lack of a sense of responsibility.  It was expected that a 
trump card for rectifying the board system was to strengthen the mayoral control over the education 
policy.  The study clarified what are actually changed or unchanged across the reform of the boards 
of education through examining its actual conditions and discussed the theoretical implications of 
these changes.

研究分野：教育行政学，教育政策，教育制度
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研究成果の学術的意義や社会的意義
教育政策に対する首長（政治）関与の問題については，教育的な観点から根強い批判が示されているが，その当
否については必ずしも十分に検証されてきたわけではない。本研究の第一の意義は，この欠落を埋めるべく実証
的検討を行ったことである。
第二は，制定から約60年ぶりに大幅な改正が行われた地方教育行政法の前後で，何が変化したのかについて実証
分析を行ったことである。本研究の開始期はちょうど同法の改正時期と重なったため，制度改変直後からの推移
を同時進行の形で観察することが可能となった。そこで得られた知見は同時期の定点観測として意義あるもので
あり、後続の追跡研究にとっても一つの比較の基準対象となりうる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2000年代以降，一部の自治体において教育への積極的な関与を行う首長（「教育首長」）が

登場し，いわゆる政治主導の教育改革が進行した。その後 2010年代になると，こうした個々の

首長の裁量に依拠した形での教育改革を越えて，法制度の変更を通じて改革をさらに加速・全

国化しようとする動きが顕在化した。そこでは，教育委員会制度の抜本改革による，首長の権

限強化がめざされた。 

首長に教育行政の権限を集中させることに対しては，現在でも様々な批判が存在する。たと

えば教育の政治的中立性・継続性・安定性が損なわれるとの指摘は多い。また，短期間で政治

的結果を出したい首長が，性急な改革によって教育現場に混乱をもたらすのではないかとの懸

念も少なくない。 

 これらの批判・懸念は教育学的にみてもっともな側面があると思われるが，必ずしも経験的

に検証されてきたわけではない。首長が教育政策に関与する事例数が少なかったことに加え，

耳目を集める事例に関する一時点の分析に終始する傾向があったためである。しかし近年では，

日本だけでなく米国でも類似の事例が現れているほか，社会教育や文化・スポーツでは首長部

局が担う例が増えている。より多くの事例について，より長期的な視野から分析を行える条件

ができつつあるといえる。 

理論的にいえば，一時点ないし短期間を対象にしがちであった従来の首長主導改革の研究に

対して，改革後の時間経過を含めた分析（ピアソン 2010）を行うことで，効果が出るまでに時

間がかかるといわれる教育政策の帰結をより正確に把握できると考えられる。 

なお，本課題の開始時点（2014年）当初においては，教育委員会の改革議論がどのような具

体的な制度改変へと至るのかはいまだ流動的な状況にあった。複数の改革案が俎上に上げられ

ており，教育委員会自体を廃止することも有力な選択肢の一つとなっていた。結局，土壇場の

どんでん返しによって，教育委員会そのものは存続することで決着した一方で，教育委員会制

度には多くの変更が加えられた。この制度改革が形をなしたのが 2014年の地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（地方教育行政法）の改正であった。本課題の研究期間は，同法の改正

とその施行（2015年から）の時期とぴったり重なるものとなった。そのため，当初の構想では

首長主導に関する各自治体の事例分析を一つの柱としていたが，この法改正がなされたことを

受けて，新たな法制度のもとで首長と教育委員会との関係がどう変化するかの分析に重点的に

取り組むこととした。 
 
２．研究の目的 

以上の背景から，本研究では教育に対する首長関与の態様について理論的な検討を行うと同

時に，教育委員会制度の改革前後において自治体教育行政のどこが，どのように変化したのか

（変化しなかったのか）を明らかにすることを目的とした。具体的には，教育委員会制度改革

の過程と内容の分析，首長・教育長調査に基づく計量分析，自治体の事例分析など一連の実証

分析を行うことで，これまでの規範的・個別的な研究を超えた，より実証的・体系的な知見を

えることをねらいとした。 
 
３． 研究の方法 

(1) 法制度改革において何が争点となったのか，それに関する各アクターの主張や行動はいか

なるものだったのかに関する審議会資料・国会会議録・新聞・雑誌記事などを用いた質的

分析。 

(2) 全国市区町村の首長・教育長への質問紙調査による新教育委員会制度の運用実態に関する



数量的分析。 

(3) 首長関与による教育政策の展開とその帰結に関する国内外の事例分析。 

(4) これら質的分析，数量的分析の知見を統合して首長関与の類型とその帰結との関連を明ら

かにする理論的検討 
 
４． 研究成果 

本研究から得られた成果の概要は，大きく以下の３点にまとめられる。 

第 1に，地方教育行政法の制定（1956年）から約 60年ぶりに行われた大幅な教育委員会制

度改変の性格を明らかにしたことである。2014年の法改正へと至る流れが，大津市における「い

じめ自殺」事件とそれをめぐる首長（政治）と教育委員会（教育行政）との対応の齟齬・対立

に端を発していたように，この制度改変の根底にあったのは合議制教育委員会における責任の

不明確性に対する批判であった。この問題を克服する方途として選ばれたのが首長の主導性の

強化であり，その下での教育長の権限強化であった。 

かつては首長と教育委員会との間には，抑制と均衡の関係が曲がりなりにも一定の仕組みと

して法制上の位置づけを有していた。これに対して，新たな法制下では，総合教育会議にして

も新教育長にしても，その制度的安定性は低下した。新法の下においても，旧法の制度原理は

引き継がれると唱えられたが，法制そのものの性格としては明らかに首長（政治）主導へと変

容したと評価すべきであろう。かくて，教育行政の具体的運用の有りようは，個別自治体にお

ける首長の意向と行動，および教育委員会関係者の対応如何に大きく依存するものとなること

が予想される。 

第２に，改正地方教育行政法の施行（2015年から施行）後の現実的な変化の有無や，変化の

度合いについて検討を行った。その結果，新たな制度において法律上は首長の権限が拡大した

ことは明らかであるにもかかわらず，現実にはそれに照応するほどの大きな変化は観察されな

かった。むしろ依然として，首長と教育長との良好な連携関係が重視され，現実的にも概ねそ

のように運営されている自治体が大半を占めていた。ただし，より詳細にみるといくつか変化

の兆候もうかがえた。市区町村の首長・教育長調査からは，以下のような点が明らかとなった。 

一つ目に，新制度に対する首長・教育長による評価は概して肯定的であり，制度改革の過程

で争点となった教育委員会の廃止については，これを支持する意見は首長・教育長ともに少数

であった。また，同じく改革過程で議論となった，教育委員会が合議制であるために責任が不

明確になっているとの批判的意見についても，約 6割の首長がそうは思っていないことが示さ

れた。 

二つ目として，全般的には今次の制度改革に対する肯定的評価が多数を占めたが，自治体の

規模に応じてその評価は若干異なっていることが明らかとなった。具体的には，政令市・中核

市では 8割以上の首長が新制度を妥当な改革であったと評価する一方で，町村においてはその

割合は 6割程度にとどまった。また，総合教育会議の設置についても政令市・中核市は 9割以

上が「意義がある」と答えたのに対して，町村では 6～7割程度であった。その他の点について

も，大規模自治体の方が概して制度改革による変化を強く感じていることがうかがえる。たと

えば，教育長が議会同意の特別職になったことについて，政令市・中核市では半数以上の首長

がその変化を感じているのに対して，町村では逆に「変化なし」と答えた首長が半数を超えて

いた。 

三つ目に，制度改革前後で首長の教育委員に対する影響力認識がやや高くなったことがあげ

られる。具体的には，教育行政・政策全般において影響力のあるアクターの上位 3位に教育委



員をあげる首長が以前（2013 年）に比べて増加していた。また，首長と教育委員の意思疎通も

若干良好になっていた。総合教育会議の設置によって，首長と教育委員がじかに議論する公式

の機会が増えたことで，以前よりも教育委員の存在感がやや高まったのかもしれない。 

 第３に，今次の教育委員会制度改革の特質を歴史的変化のなかに位置づけると同時に，海外

との制度比較の視点から理論的な検討を行った。日本の教育委員会制度は戦後改革期の公選制

から 1950年代の任命制への切り替えを経て，今日の制度へと変遷してきた。このような日本

における教育委員会の歴史的変化を制度モデルとして系譜的に類型化したうえで，米国の教育

委員会制度との比較の視点から特徴づけることを試みた（その成果の一部を米国で開催された

国際学会で発表した）。 

以上は，首長主導に向けた制度改革が行われた直後から 4年余りの期間において，何がどの

ように変わり，どこが変化しなかったかについての同時代的な観察成果として一定の意義をも

つ。それは，今後に取り組まれるであろう，首長（政治）と教育委員会（教育行政）との関係

変容分析にとって，一つの比較基準を提供することになると考えられるからである。 

他方，残された課題もある。第 1に，本研究では一時点かぎりの単発の分析にとどまること

なく，できるだけ継続的な観察に基づく分析を行うよう努めたが，それでも観察の期間は 4〜5

年の範囲に限られている。教育制度・教育政策の変化がいかなる帰結をもたらすかという問題

に関しては，他の領域にもましてより長期的な視点からの慎重な分析と評価が求められる。そ

のような観点からみれば，本研究はいまだ変化の中間報告という段階にあるといえる。 

第２に，教育委員会制度の改変や，それを梃子とした首長の政治的選好に基づく直接的な関

与とは異なる形で，教育政策に対する政治的影響力が今後は強まるのではないかという点であ

る。従来，首長による教育政策への関与としては，教科書採択や教員評価あるいは学力テスト

結果の公表などをめぐる首長と教育委員会の対立に注目が集まってきた。しかし，確実に進行

しつつある児童・生徒数の減少や財政逼迫などを背景として，全国各地の自治体で学校統廃合

や教職員配置の見直しが大きな課題となっている。これらは，首長の政治的選好が教育政策を

左右するという次元とは異なる，より広い意味での政治的影響による教育政策の変化といえる。

しかも今後はこうした変化がより一層顕在化することが予想される。本研究では，公立学校教

職員の人事や雇用環境の側面から一定の分析を行ったものの，こうした人口学的および財政構

造上の変容を背景とした広義の政治的影響についてはほとんど検討することができなかった。 
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